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地方議員の発言に対する議長の取消命令の適否が司法審査の対象とならないとされた
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事実の概要

　愛知県議会議員Ｘは、同議会の平成 26 年 9 月
定例会において一般質問をした際に、県知事に関
する発言をしたところ、県知事から同発言には事
実誤認の部分があるとの指摘がなされるなどした
ため、Ｘは同議会議長に対し自らの発言中事実
誤認があったとする部分を取り消す旨を通知した
が、同議長は、さらにそれ以外の発言箇所につい
ても取り消すように、Ｘに対して、地方自治法（以
下、法という）129 条 1 項に基づき取消命令を出
した（以下、本件命令という）。ところで、同議会
会議規則 122 条によると、会議録は印刷のうえ
議員及び関係者に配布することとなっているが、
同規則 123 条により秘密会の議事並びに議長が
取消を命じた発言及び議員が自ら取り消した発言
は掲載されないこととなっている。会議録原本に
はそうした発言もすべて掲載されているが、同年
9月定例会についての配布用議事録ではＸが議長
から発言の取消を命ぜられた部分については掲載
されていない（また、ウエブサイトで公開されてい
る会議録にも掲載されておらず、会議中継録画にお
いても同様に削除されている）。
　Ｘは、本件命令によって取消を命ぜられた発言
は社会通念上相当な内容なもので、法 132 条所
定の「無礼の言葉を使用し、又は他人の私生活に
わたる言論」にはあたらないなどとして、愛知県
Ｙに対して、本件命令の取消をもとめて出訴した。

　第一審（名古屋地判平 27・9・28 判例自治 434 号
15 頁）は、本件命令の適否は、議会内部におい
て自主的自律的に解決されるべき性質のものであ
り、裁判所の判断すべきものではないとして、訴
えを不適法却下した。控訴審（名古屋高判平 29・2・
2 判例自治 434 号 18 頁）は、上記県議会会議規則
121 条 2項が議事における発言を逐語によって会
議録原本に記載し、同規則 122 条が配布用会議
録を議会外に配布することを規定したのは、法
123 条 1項が議長に付与した会議録調製権を制限
し、県議会議員に対して、その発言が逐語によっ
て記載された配布用会議録が議会外に配布される
ことによって住民に公開されることを保障したも
のである、と解したうえで、議員の発言が配布用
会議録に記載される権利は同規則 121 条 2 項及
び 122 条に基づくもので、これは一般社会と直
接関係する重要な権利であるから、本件命令はこ
の権利を制限するものであり、従って、その適否
は議会の内部規律の問題にとどまらず法律上の争
訟として司法審査の対象となるとして、第一審判
決を取り消し、本件を差し戻した。
　Ｙが上告。

判決の要旨

　「裁判所法 3条 1項にいう一切の法律上の争訟
とは、あらゆる法律上の係争を意味するものでは
なく、その中には事柄の特質上自律的な法規範を
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有する団体の内部規律の問題として自治的措置に
任せるのを適当とするものがある。そして、普通
地方公共団体の議会における法律上の係争につい
ては、一般市民法秩序と直接の関係を有しない内
部的な問題にとどまる限り、その自主的、自律的
な解決に委ねるのを適当とし、裁判所の司法審査
の対象とはならないと解するのが相当である（最
高裁昭和 34 年（オ）第 10 号同 35 年 10 月 19 日
大法廷判決・民集 14 巻 12 号 2633 頁参照）。」
　「……地方自治法 104 条は、普通地方公共団体
の議会の議長は、議場の秩序を保持し、議事を整
理する旨を規定し、同法 129 条 1 項は、議会の
会議中、同法又は会議規則に違反しその他の議場
の秩序を乱す議員があるときは、議長は、発言を
取り消させ、その命令に従わないときは、その日
の会議が終わるまで発言を禁止し又は議場の外に
退去させることができる旨を規定している。この
ような規定等に照らせば、同法は、議員の議事に
おける発言に関しては、議長に当該発言の取消し
を命ずるなどの権限を認め、もって議会が当該発
言をめぐる議場における秩序の維持等に関する係
争を自主的、自律的に解決することを前提として
いるものと解される。」
　「……議事を速記法によって速記し、配布用会
議録を関係者等に配布する旨を定めた同規則〔愛
知県議会会議規則〕121 条 2 項及び 122 条は、同
規則 123 条の規定と併せて、同法 123 条 1 項が
定める議長による会議録の調製等について具体的
な規律を定めたものにとどまると解するのが相当
であり、県議会議員に対して議事における発言が
配布用会議録に記載される権利利益を付与したも
のということはできない。」「県議会議長により取
消しを命じられた発言が配布用会議録に掲載され
ないことをもって、当該発言の取消命令の適否が
一般市民法秩序と直接の関係を有するものと認め
ることはできず、その適否は県議会における内部
的な問題としてその自主的、自律的な解決に委ね
られるべきものというべきである。」
　「以上によれば、県議会議長の県議会議員に対
する発言の取消命令の適否は、司法審査の対象と
はならないと解するのが相当である。」として、
本件訴えは不適法である、とし原判決を破棄した。

判例の解説

　一　地方議会の会議録の取扱い
　本論に入る前に、本件の問題の前提となってい
る地方議会における会議録の実務上の取扱いにつ
いて整理しておきたい。
　会議録は議会の会議の状況を記録する公文書で
あり、その公表は会議公開原則（法 115 条）の内
容の一つであり、法 123 条は議長に会議録の作
成を義務づけているが、この趣旨について、福島
地判昭44・11・17（行裁20巻11号1372頁）は、「……
地方自治法が、会議録の作成を義務づけているの
は、日時の経過によって議事の経過および内容が
不明になるのを防止し、資料として後日まで保存
することを命じたものにとどまらず、審議の経過
および結果を記録し、議決内容の公正さを担保す
るためであって、会議の経過を知るのに極めて重
要な資料である。」と述べている。
　ところで、法 123 条にいう会議録には、実務
上、いわゆる会議録原本と配布用会議録の 2種
があるとされる。会議録原本は、「会議の経過を
そのまま記録したものであり、この中には秘密会
の議事や取り消した発言も記載されている」１）と
説明されるもので、法 123 条 2項により議長と 2
名以上の議員が署名する対象である会議録はこの
原本を指すとされる。これに対して、配布用会議
録は、秘密会の議事や取消発言を除いたものをい
う。愛知県議会の取扱いでは配布用会議録が議員
及び関係者に配布されるとしているが（愛知県議
会会議規則 122 条、123 条）、同議会のホームペー
ジで公開される会議録も配布用会議録を指してい
る。なお、こうした愛知県議会の会議録の取扱い
は、標準都道府県議会会議規則の関係規定にほぼ
倣っており、他の都道府県議会も同様の扱いと
みてよい２）。愛知県議会会議規則 121 条 2 項が
議事は速記法によるとしているが、この趣旨は、
標準都道府県議会会議規則の 124 条 2 項を踏ま
えて判断すると、会議録の記録方法として認めら
れている要点記録法を選択しないことに主眼があ
るといえる。なお、発言取消となった発言につい
て、配布用会議録では取り消した旨の表示が棒線
や点線などでなされるのが実務のようである（愛
知県議会では、取り消された発言部分が棒線で示さ
れ、その削除字数が表示されている）。
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　二　議長の発言取消命令と司法審査
　地方議会については、自律した法規範を制定
し、それに基づいて自主的自律的な運営がなされ
ているので、議会の運営に関する係争は、議会の
内部規律の問題として原則的に議会の自律的判断
に委ねるべきであるとされている。本判決も、昭
和 35 年判決を引用して、議会の運営における係
争については自律的解決によることを確認してい
るが、これは判例理論として確立されているとい
えよう。他方で、議会の運営をめぐる係争が一般
市民法秩序と直接に関係する場合は、議会内部の
問題にとどまらず裁判所法 3条 1 項にいう「法
律上の争訟」にあたるとする認識もまた同様であ
ろう。そこで、本件では、議長の発言取消命令の
適否が、議会内部の問題にとどまらず一般市民法
秩序と直接関係するものかどうかが争点となって
いる。
　本件高裁判決は、前記会議規則 121 条 2 項及
び同規則 122 条により、議員に対して議事にお
ける発言が逐語によって会議録原本に掲載される
こととなり、配布用会議録が愛知県議会外に配布
されることによって議事による発言が住民に公開
されることを保障したと捉えたうえで、同規則
123 条は、議員の発言が配布用会議録に掲載され
ない例外的な場合を定めたもの、と解している。
そして、本件高裁判決は、愛知県議会議員の議事
における発言が逐語で原本に記載される利益は法
的に保護されるべきものとし、配布用会議録に逐
語に記載される利益も同様に法的に保護される
べきもの、としている。つまり、同規則 121 条 2
項及び同規則 122 条が、議員に対して配布用会
議録に自らの発言を記載される権利を保障したと
し、しかも一般社会と直接関係する重要な権利で
あるという論理である。これは、議長による発言
取消命令が一般市民法秩序に関わるものであるこ
とを導くために、議員に対して自らの発言を記載
される権利を同規則 121 条 2 項及び 122 条から
導き出したうえで、取消命令を受けた発言を配布
用会議録から削除する同規則 123 条がこの権利
を制約する規定であると位置づけるためであると
みることができる。
　これら会議規則から議員のかかる権利が果たし
て導出できるのかについては、むしろ、議員活動
の自由の一環である議場における発言の自由の重

要性に鑑みて、取消命令によって配布用会議録か
ら発言を削除されることで住民の議員活動へのア
クセスを困難にさせることから議員活動への影響
を重視して、この観点からかかる権利を導出すべ
きことを示唆する学説３）がみられる。それは反
面で、会議規則の関係規定から直接に議員のかか
る権利を構成することには難があるとみているよ
うである。
　そもそも、法 123 条 1 項が議長に対して会議
録作成を義務づけているのは、上述のように、議
事の経過を記録し議決内容の公正さを担保するこ
とにあるが、同条は会議録の具体的作成方法には
言及していないので、法 120 条に基づく当該議
会の会議規則に対して、会議録作成義務の趣旨を
踏まえつつ、その具体化を委ねていると解さざる
を得ない。そうすると、問題となった愛知県議会
会議規則 121 条、122 条及び 123 条は会議録作
成を具体化する規定であるとみるべきであり、同
規則 121 条 2 項及び 122 条から議員のかかる権
利を導出するのは論理に飛躍があるように思え
る。
　仮に、逐語で議員の発言が会議録に記載される
権利が導出できるとしても、同規則 123 条によ
り発言を削除することがこの権利を制限するもの
と位置づけることができるのであろうか。取消命
令によって取り消された発言を会議録においてど
う扱うかについて、法の定めはない。しかし、愛
知県議会における会議録の取扱いでは議長の発言
取消命令によって配布用会議録への当該発言内容
が掲載されないこととなる。もっとも、前述した
標準都道府県議会会議規則にほぼ則って各都道府
県議会の会議規則の定めがなされているために、
どの都道府県議会においてもほぼ同様の取扱いで
あり、取消命令により取り消された発言でも会議
録原本には記載されるのである。つまり、住民が
アクセスするのは配布用会議録であるが、当該取
消発言の具体的内容は原本に存在しており、原本
も公文書である以上、情報公開請求の対象となる
のであるから、不開示情報にあたらない限り公開
されることになろう。要するに、議長の取消命令
によって、会議録から当該発言が完全に削除され
るという効果が発生するとまではいえないのであ
る。
　最高裁判決は、議場の秩序維持の一環としての
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議長の発言取消命令と会議録からの当該発言の削
除の問題を直接関係づけることには与していな
い。本件最高裁判決は、法 129 条 1 項による取
消命令等の議長権限は、法 104 条に基づく議場
の秩序維持権限の一環と捉えたうえで、法は秩序
維持における係争を自律的解決に委ねていると解
した。そのうえで、本件最高裁判決は、同規則
123 条を、秩序維持規定を前提に定められたも
のと捉えている。そして同規則 123 条を含めて、
同規則 121 条 2 項及び同 122 条も議長の会議録
調製権限の具体化のための規定にすぎないと断じ
ている。
　結論として、本件最高裁判決は議長の発言取消
命令は司法審査の対象にはならないと判断した
が、類似の判例として、東京地判平 5・7・16（判
タ 835 号 159 頁）がある。この事件は、議長の発
言取消命令によって議員の発言の一部が会議録副
本（配布用会議録に相当する）から削除されたこと
に対して、当該議員が当該発言取消命令は違法で
あり、それによってなされた会議録副本からの発
言の削除は議長の会議録調製権を濫用し恣意的に
行ったものであるとして、損害賠償請求がなされ
た事案である。東京地裁は、議会は自律的な法規
範によって運営すべきとされており、その運営方
法に関して発生する紛争も議会自らが解決するの
が地方自治法の趣旨であるから、議長の発言取消
命令の法律適合性につき裁判所は判断すべきでは
ない、とした。また、当該発言の会議録副本から
の一部削除について、削除自体によって議員の地
位や信用が低下し名誉が侵害されたとみることは
できないし、「会議録の調製は、議長の権限に属
し（法 123 条 1 項）……議員の議事録に自己の
発言が正確に記載されるという利益は、法律上保
護されたものとはいえない……」として、そのよ
うな措置については、司法による解決を図ること
はできず、議会の自律的手段で対処すべきもの、
とした。

　三　本判決の意義
　議員の議会における発言の自由については、例
えば、中津川市議会代読拒否事件控訴審判決（名
古屋高判平 24・5・11 判時 2163 号 10 頁）において、
議員としての最も基本的・中核的権利であるとさ
れている。従って、議員としての議会内での発言

の自由自体を、議会の運営自律権を理由に制約す
ることは許されないであろう。議員の発言に不穏
当な部分があった場合、議長の取消命令が出され
るが、この命令は当該発言を「取消させる」命令
であって、当該議員が取消に応じない限り、議長
自らが当該発言を取り消すことはできない４）。そ
して、本件で問題となったのは、議員の発言が配
布用会議録から削除されたことによって正確にこ
れに掲載される利益が侵されたというものであ
る。これは議員の発言の自由に関わるものとはい
え、発言の自由を直接に侵害しているとみるわけ
にはいかず、他方で、議会の運営自律権が議会運
営の適正さを確保する必要から、その一環である
議長の議事録調製権の行使にかかる利益も服する
べきであり、その限りで会議録に正確に掲載され
る利益は一定の制約を受けざるを得ないというべ
きである。
　本判決は、近時において議会運営における係争
に対して司法審査を及ぼしていく下級審判例がみ
られる５）なかで、それとは一線を画するものと
みることもできるが、議会実務における会議録の
取扱いを踏まえたうえで、議会の自律権を尊重し
て議長の議員発言取消命令の適否には司法審査が
及ばないと判断した判例としての意義がある。

●――注
１）野村稔＝鵜沼信二『改訂版　地方議会実務講座第 3巻』
（ぎょうせい、2013 年）224 頁。
２）都道府県議会会議規則における関係規定では、124 条
2 項「議事は、速記法その他議長が適当と認める方法に
よって記録する。」、125 条「会議録、印刷して、議員及
び関係者に配布する。」、126 条「前条の会議録には、秘
密会の議事並びに議長が取消しを命じた発言及び第 63
条（発言の取消し又は訂正）の規定により取り消した発
言は、掲載しない。」と定められている。

３）上田健介「愛知県議会発言取消命令事件」法教 441 号
121 頁。

４）なお、命令に従わないときは懲罰の対象となりうる（松
本英昭『新版逐条地方自治法〔第 9次改訂版〕』（学陽書
房、2017 年）483 頁）。

５）この傾向を示唆するものとして、田中祥貴「地方議
会議員への厳重注意処分を公表した議長の名誉毀損行
為に対する損害賠償請求が司法審査の対象になるとし
た事例」新・判例解説Watch　文献番号 z18817009-00-
011331552（Web 版 2017 年 12 月 22 日掲載）。

立命館大学教授　駒林良則


